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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　開閉設備（１）内の複数の変流器（７）の妥当性検査のための方法であって、前記開閉
設備（１）を設備管理システム（２）により制御し、少なくとも２つの異なる測定位置（
７ａ）に配置された前記変流器（７）からの測定信号を前記設備管理システム（２）によ
り処理する形式の方法において、
　前記変流器（７）の妥当性検査のために、
ａ）前記設備管理システム（２）により、前記開閉設備（１）の瞬時トポロジーを１次装
置（３～９）の現在の電気接続とスイッチ（３～５）の瞬時スイッチ状態とに基づいて把
握し、
ｂ）前記瞬時トポロジーに基づいて、前記開閉設備（１）の少なくとも１つのゾーン（１
ａ，１ｂ，１ｃ）を識別し、ただし、前記ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）は、少なくとも１
つの変流器（７）により、または少なくとも１つの変流器（７）と開状態の前記スイッチ
（３～５）とにより区切られた導電的に接続された領域（１ａ，１ｂ，１ｃ）であり、
ｃ）前記ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）において、前記変流器（７）の測定信号を電流の方
向に依存する符号を用いて検出し、前記ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）の合計電流に加算し
、
ｄ）許容される変流器測定精度内で合計電流がゼロに等しくない場合には、関連するゾー
ン（１ａ，１ｂ，１ｃ）のすべての変流器（７）を問題有りと識別する、ことを特徴とす
る変流器の妥当性検査のための方法。
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【請求項２】
　ａ）ゼロでない合計電流の存在に関する各テストの際に、関連するゾーン（１ａ，１ｂ
，１ｃ）の問題有りと識別された変流器（７）に対する警報カウンタ（２ｅ）を増分し、
ｂ）前記各ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）において、ゼロでない合計電流の存在に関するテ
ストを同じ回数実行し、
ｃ）警報カウンタの示度が他の変流器（７）よりも高い変流器（７）を故障と識別する、
請求項１記載の方法。
【請求項３】
　ａ）少なくとも１つのゾーン（１ａ，１ｂ）に複数の変流器（７）があり、
ｂ）前記ゾーン（１ａ，１ｂ）において合計電流がゼロに等しく、かつ、前記ゾーン（１
ａ，１ｂ）の少なくとも２つの変流器（７）によって測定信号がゼロに等しくないと測定
された場合には、前記ゾーン（１ａ，１ｂ）の変流器（７）の警報カウンタ（２ｅ）をゼ
ロにリセットする、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　ちょうど１つの変流器（７）を有するゾーン（１ｃ）において、前記変流器（７）の測
定信号が繰り返しゼロに等しくないならば、前記変流器（７）を故障と識別する、請求項
１から３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　ａ）前記開閉設備（１）の各変流器（７）を少なくとも１つのゾーン（１ａ，１ｂ，１
ｃ）に分け、
ｂ）前記開閉設備（１）の全体的テストの際に、各ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）において
、ゼロでない合計電流の存在に関するテストを正確に１回実行する、請求項１から４のい
ずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　ａ）前記ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）の識別のために、前記開閉設備（１）の母線（６
）から始めて、該母線（６）に導電的に接続されたすべての変流器（７）を探査する、又
は、
ｂ）共通の変流器（７）を介して互いに境を接する互いに隣り合った、前記開閉設備（１
）の２つのゾーン（１ａ，１ｂ；１ｂ，１ｃ）を識別し、前記共通の変流器（７）が動作
しない場合又は前記共通の変流器（７）が故障と識別された場合には、前記２つのゾーン
（１ａ，１ｂ；１ｂ，１ｃ）を自動的にただ１つのゾーンに統合する、請求項１から５の
いずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　１つのゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）においてちょうど１つの変流器（７）が動作しない
場合には、当該変流器（７）により検出されるべき電流信号を、合計電流がゼロに等しい
という仮定の下で、前記ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）の残りの電流信号から計算する、請
求項１から６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　変流器（７）の妥当性検査を各位相に対して別個に、又は異なる位相に対して交互に実
行する、請求項１から７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　ａ）作動中に、ゼロでない合計電流の存在に関するテストを周期的に又はスイッチ動作
の後に繰り返し実行する、又は
ｂ）前記変流器（７）の妥当性検査をスイッチ動作が行われるか行われないかに関係なく
実行し、スイッチ動作に起因する測定信号の不整合が生じた場合には、前記妥当性検査を
繰り返し、又は、その時々のスイッチ動作に関する先行する検査が否定的な結果となった
場合には、前記変流器（７）の妥当性検査の実行もしくは評価だけを行う、請求項１から
８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記開閉設備（１）の作動中に、１つのゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）の測定信号の非同
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期性を測定又は推定し、
　前記非同期性が大きければ大きいほど前記変流器の許容される不正確度を大きく選択す
る、請求項１から９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　妥当性検査の結果を、前記変流器（７）と該変流器のゾーン割当てとのリストの形で、
各変流器（７）の問題有りと識別された頻度の統計の形で、又は前記開閉設備（１）の単
極配線図におけるグラフデータとして表示する、請求項１から１０のいずれか１項に記載
の方法。
【請求項１２】
　ｂ）前記測定信号は前記変流器（７）の有効電流値である、又は
ｃ）前記電流の方向に依存した符号は、１つの位相の電圧と電流との間の又は異なる位相
の電流間の位相位置から求められるものである、請求項１から１１のいずれか１項に記載
の方法。
【請求項１３】
　開閉設備（１）内の変流器（７）の妥当性検査のためのコンピュータプログラムであっ
て、前記開閉設備（１）の設備管理システム（２）のデータ処理ユニットにロード可能か
つ前記データ処理ユニット上で実行可能なコンピュータプログラムにおいて、
　前記コンピュータプログラムは実行の際に請求項１～１０のいずれか１項に記載された
方法のステップを実行する、ことを特徴とする開閉設備内の変流器の妥当性検査のための
コンピュータプログラム。
【請求項１４】
　請求項１～１２のいずれか１項に記載された方法を実行する、開閉設備（１）内の変流
器（７）の妥当性検査のための装置（２０）において、
ａ）前記開閉設備（１）の瞬時トポロジーを１次装置（３～９）の現在の電気接続とスイ
ッチ（３～５）の瞬時位置とに基づいて把握するための手段（２ａ）と、
ｂ）少なくとも１つの変流器（７）により、又は、少なくとも１つの変流器（７）と開状
態の前記スイッチ（３～５）とにより区切られた導電的に接続された領域（１ａ，１ｂ，
１ｃ）である、前記開閉設備（１）の少なくとも１つのゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）を識
別するための手段（２ｂ）と、
ｃ）前記ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）内の前記変流器（７）の測定信号を電流の方向に依
存する符号を用いて検出し、前記測定信号を前記ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）の合計電流
に加算するための手段（２ｃ）と、
ｄ）許容される変流器測定精度内で合計電流がゼロであるか検査し、前記合計電流がゼロ
に等しくない場合には、前記ゾーン（１ａ，１ｂ，１ｃ）のすべての変流器（７）を問題
有りとしてマークするための手段（２ｄ）とを有している、ことを特徴とする開閉設備（
１）内の変流器（７）の妥当性検査のための装置（２０）。
【請求項１５】
　ａ）請求項２又は３に記載の方法を実行するための警報カウンタ（２ｅ）が設けられて
いる、又は
ｂ）請求項４～１２のいずれか１項に記載の方法を実行するための手段（２ｆ）が設けら
れている、請求項１４に記載の装置（２０）。
【請求項１６】
　請求項１４又は１５に記載の装置（２０）を有することを特徴とする開閉設備（１）。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は設備管理技術の分野、とりわけ高圧、中圧又は低圧開閉設備の設備管理システ
ムの分野に関するものである。本発明は、開閉設備を設備管理システムにより制御し、少
なくとも２つの異なる測定位置に配置された変流器からの測定信号を設備管理システムに
より処理する形式の、開閉設備内の変流器の妥当性検査のための方法、コンピュータプロ
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グラム及び装置、ならびにこのような装置を有する開閉設備に基づいている。
【０００２】
【従来の技術】
　電力供給網は変電所又は開閉設備、とりわけ、分散した設備管理システムにより制御さ
れる高圧開閉設備又は中圧開閉設備を有している。変電所は、１次装置又はフィールド装
置、例えばスイッチ、モータ、発電機、トランス、変圧及び変流器を有している。設備管
理システムは、例えば様々な通信バス及びバスカップラにより相互に接続されたフィール
ド管理装置及び操作ステーションを有している。フィールド装置は、設備のフィールド装
置を制御、フィードバック制御、監視及び保護する。
【０００３】
　変電所内の変流器は、開閉設備の所定の測定位置においてある一定の測定精度で設備の
電流を測定する。測定位置は典型的にはすべての送受電部にあり、場合によっては母線保
護のために開閉設備内部にもある。電流値はフィルタリングされ、開閉設備の１次電流値
にスケーリングされ、必要とあればディジタル化され、電流信号として設備管理システム
により検出される。通信目的で、付加的な可変レートフィルタリングを行ってもよい。こ
のフィルタリングは、例えば積分又は電流値の更新もしくは保持及び送信もしくは非送信
に関する決定を行うアルゴリズムによる時間平均値算出を含んでいる。電流信号は、保護
機能のため、変電所の監視のため、経営上の目的でのもしくは消費電力に対する課金のた
めの消費電力データの計算のため、及びディスプレイでの表示のために使用される。変流
器により検出された測定値も、フィルタリング及びスケーリングのパラメータも、すなわ
ち、いわゆる測定値のパラメトライゼーションも誤差を有しうる。変流器自体における１
次誤差は、例えば欠陥部分又は材料疲労により生じる。パラメトライゼーションにおける
誤差又は消費電力に対する課金の際の誤差は、電子機器において、外部的影響、経年劣化
、ドリフト、操作員のエラーなどに起因して生じうる。測定値又は測定信号を伝送する際
の誤差は、変流器からスクリーンディスプレイ又は電源管理部までの装置鎖及び機能鎖に
おいて生じうる。
【０００４】
　保護目的で、開閉設備の絶縁されたポイントにおいて局所的な妥当性検査により変流器
を監視することは公知である。位相対称性テスト（いわゆる「相平衡管理」）の際には、
３つの相電流すべてとゼロ電流とが線路内のあるポイントで測定され、位相間の所定の最
大非対称性からの偏差が検出される。電流値と電圧値の比較テストでは、電圧値と電流値
との間のおおまかな不整合が測定位置において明らかにされる。個々の測定位置に関係し
たこれらの局所的な妥当性検査は非常に粗く、変流器が機能しているか否かに関するイエ
ス／ノー判定しかできない。これに対して、誤ったスケーリング又は精度の損失は検出さ
れない。その理由は、特に、保護装置内でのテストが通常は公称電圧に対する相対値を用
いて実行されるからである。
【０００５】
　トランス差動保護では、高圧及び低圧の電流が測定され、トランス変圧比により決まる
スケーリング係数が与えられ、互いに比較される。このようにして、差動保護のためにス
ケーリング誤差を識別し、補正することができる。
【０００６】
　このようなテストは、保護変流器用の保護装置において実行される。測定変流器用の制
御装置においてこのようなアルゴリズムを適用することは一般には可能ではない。という
のも、通常は、電流値をディジタル化するためのトランスデューサが使用され、これが必
要とされる瞬時値の代わりに電流、電圧、又は電力、周波数もしくは位相角の時間平均さ
れたＲＭＳ値又は実効値を供給するからである。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明の課題は、開閉設備内の変流器の監視を改善及び単純化するための方法、コンピ
ュータプログラム、装置、及びこのような装置を備えた開閉設備を提供することである。
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【０００８】
【課題を解決するための手段】
　上記課題は、本発明により、変流器の妥当性検査のために、
ａ）設備管理システムにより、開閉設備の瞬時トポロジーを１次装置の現在の電気接続と
スイッチの瞬時位置とに基づいて把握し、
ｂ）瞬時トポロジーに基づいて、開閉設備の少なくとも１つのゾーンを識別し、ただし、
前記ゾーンは、少なくとも１つの変流器と、場合によっては、開放された前記スイッチと
により区切られた導電的に接続された領域であり、
ｃ）前記ゾーンにおいて、前記変流器の測定信号を電流の方向に依存する符号を用いて検
出し、前記ゾーンの合計電流に加算し、
ｄ）許容される変流器測定精度内で合計電流がゼロに等しくない場合には、関連するゾー
ンのすべての変流器を問題有りと識別するようにすることにより解決される。
【０００９】
【発明の実施の形態】
　第１の側面では、本発明は、開閉設備を設備管理システムにより制御し、少なくとも２
つの異なる測定位置に配置された変流器からの測定信号を設備管理システムにより処理す
る形式の、開閉設備、とりわけ高圧又は中圧開閉設備内の変流の妥当性検査のための方法
であり、変流器の妥当性検査のために以下のステップを実行する。すなわち、（ｉ）開閉
設備の瞬時トポロジーを１次装置の現在の電気接続とスイッチの瞬時位置とに基づいて把
握し、（ｉｉ）瞬時トポロジーに基づいて、少なくとも１つの変流器と、場合によっては
、開放された前記スイッチとにより区切られた導電的に接続された領域である、開閉設備
の少なくとも１つのゾーンを識別し、（ｉｉｉ）前記ゾーンにおいて、変流器の測定信号
を電流の方向に依存する符号を用いて検出し、前記ゾーンの合計電流に加算し、（ｉｖ）
許容される変流器測定精度内で合計電流がゼロに等しくない場合には、関連するゾーンの
すべての変流器（７）を問題有りと識別する。
【００１０】
　したがって、各ゾーンは電流波節点であり、電流波節点の合計電流は理想的にはゼロで
ある。開放されたスイッチには電流値ゼロを割当てることができる。というのも、開放さ
れたスイッチは目標電流がゼロの変流器に相当するからである。合計電流の理想値ゼロか
らの偏差の検査は、相対的比較により１つのゾーンの変換器を点検するための簡単かつ効
率的な方法である。ただし、前記変流器のスケーリングは許容される信号偏差の範囲内で
ある。本方法によれば、変流器においてほとんど計算コストを必要とせず、付加的な測定
コストも必要ない。とりわけ、正確な又は絶対的な電流値は既知でなくてもよく、推定す
る必要もない。変流器が問題有りと識別されることは、警報又はアラームの第１段階であ
り、このゾーンの変流器をさらに監視する必要があることを知らせる。本方法は、開閉設
備の１次装置のコンフィギュレーション又はネットワーク構成には依存しておらず、とり
わけネットワーク化の複雑さとは無関係であり、それゆえ、実質的な適合なしでも任意の
構成に対して実施可能である。本方法は開閉設備のその時々の動作状態には依存しておら
ず、特に電流値が変動するときでも実行可能である。トポロジーの追跡は動的に行われる
。すなわち、トポロジー又はゾーンへの区分は常に又は必要に応じて更新される。特に、
トポロジーはスイッチ動作によって変更することができる。すでに設備管理システムで使
用可能な変流器の測定信号にアクセスできるようにするとまた有利である。また、本方法
は変流器に対する従来の妥当性テストとも両立する。しかし、これを越えて、変流器のス
ケーリングにおける僅かな偏差又は誤差を検出することが可能である。同様に、１次側で
、変流器における粗い誤差又は故障を識別することもできる。
【００１１】
　有利な実施例は以下の特徴を有している。各ゾーンでは、ゼロでない合計電流の存在に
関するテストが同じ回数実行される。ゼロでない合計電流の存在に関する各テストの際に
、このゾーンの問題有りと識別された変流器に対して警報カウンタが増分される。最後に
、他の変流器よりも警報カウンタの示度が高い変流器、とりわけ警報カウンタの示度が最
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も高い変流器が故障と識別される。つまり故障した変流器が２つ以上のゾーンに属してい
れば、この変流器の警報カウンタはそのゾーンの合計電流を求める度に増分される。それ
に対して、他の警報カウンタは１単位しか増分されない。それゆえ、警報カウンタの示度
が比較的高い又は最も高いことが、故障した変流器を識別するための信頼性のある尺度で
ある。
【００１２】
　請求項３による実施例は、開閉設備内に配置された故障していない変流器の警報信号が
ゾーン内での一連の合計電流算出に依存して頻繁に直接ゼロにリセットされ、変流器が故
障していないことが識別されるという利点を有している。
【００１３】
　請求項４による実施例は、ちょうど１つの変流器を用いてゾーンを非常に容易にかつ信
頼性高く監視することができるという利点を有している。
【００１４】
　請求項５による実施例は、開閉設備全体の変流器を本発明による方法により点検するこ
とができるという利点を有している。
【００１５】
　請求項６による実施例は、特に簡単なゾーン識別、及び変流器が故障した場合の迅速な
ゾーンの合併という利点を有している。
【００１６】
　請求項７による実施例は、開閉設備の作動が計算された電流により可能であるという利
点を有している。
【００１７】
　別の側面では、本発明は、請求項１～１０による方法ステップをプログラムコードによ
り実現する、変流器の妥当性検査のためのコンピュータプログラムに関しており、さらに
は、上記の方法を実行するための装置及びこの装置を含んだ開閉設備に関している。
【００１８】
　本発明の別の実施形態、利点及び使用は、従属請求項から及び以下の記述と図面とから
明らかとなる。
【００１９】
　図中、同じ部分には同じ参照記号が付されている。
【００２０】
【実施例】
　図１ａ及び１ｂは、高圧開閉設備１の単極配線図を示している。開閉設備１の設備管理
システム２は、概略的にかつ１次装置３～９への接続なしに、また空間的配置も考慮せず
に図示されている。 １ａ，１ｂ，１ｃは、回路遮断器３，断路器４及びアース断路器５
のその時々の位置から決まるトポロジーの部分領域又は電流領域又はゾーン１ａ，１ｂ，
１ｃを指している。母線は６により、変流器は７により、変圧器は８により、そして分電
部は９により示されている。
【００２１】
　図１ａには、第１、第２及び第３のゾーン１ａ，１ｂ，１ｃによる第１の瞬時トポロジ
ーが示されている。第１のゾーン１ａは、左側の分電部９に第１の変流器７を、母線６の
間の連結部に第２の変流器７を含んでいる。隣接ゾーン１ｂは右側の分電部９に第２の変
流器７と第３及び第４の変流器７を含んでいる。他の隣接ゾーン１ｃは第１の変流器７を
含んでいる。すべての変流器７は空間的に離れた位置７ａに配置されている。本発明によ
れば、変流器７の測定信号は監視されるべき各ゾーン１ａ，１ｂ，１ｃにおいて別個に電
流の方向に依存する符号により検出され、それぞれのゾーン１ａ，１ｂ，１ｃの合計電流
に加算され、許容される変流器測定精度内で合計電流がゼロに等しくない場合には、関連
する各ゾーン１ａ，１ｂ，１ｃのすべての変流器７が問題有りと識別される。合計電流が
ゼロに等しいかどうかの検査は、許容される測定誤差内で又は通常は変流器７の先験的に
既知の許容測定精度に基づいて行われる。典型的に合計電流が測定精度より大きくゼロか
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ら偏差した場合、少なくとも１つの変流器７が故障していると推測される。
【００２２】
　図１ａから図１ｂへの移り変わりは、設備管理システムがトポロジーの追跡によってス
イッチ３～５が現在どの位置にあるかを検出することにより生じる。図１ｂは開閉設備１
の動作状態の第２のトポロジーを示しており、この動作状態では、ゾーン１ａには第１及
び第４の変流器７があり、ゾーン１ｂには第２及び第３の変流器７があり、新たなゾーン
１ｃには第２の変流器７がある。隣接ゾーン、すなわち共通の変流器７を有するゾーンは
、図１ａではゾーン１ａ，１ｂと１ａ，１ｃであり、１ｂ，１ｃではない。同様に図１ｂ
ではゾーン１ｂ、１ｃである。連結部には、ゾーンに分けられていない導体領域も存在す
る。ただし、この導体領域は開いたスイッチ３と断路器４とにより排他的に区切られてい
る。
【００２３】
　したがって、本方法では、異なる測定位置７ａで検出された変流器測定信号は、これら
測定信号の合計電流が所定の差分値以上に理想値ゼロから偏差している場合には、関連す
るゾーン１ａ，１ｂ，１ｃの変流器が問題有りとマークされることにより、各ゾーン１ａ
，１ｂ，１ｃ内で相互に整合性が比較される。差分値は典型的には変流器７の測定精度と
同じか又はそれよりも大きい。
【００２４】
　有利な実施形態では、ゼロでない合計電流の存在に関してゾーン１ａ，１ｂ，１ｃをそ
れぞれテストする際、問題有りと評価された変流器７の警報カウンタ２ｅが増分される。
監視すべきゾーン１ａ，１ｂ，１ｃが同じ頻度でテストされているならば、警報カウンタ
の示度が比較的高い又は最も高い変流器７を故障としてマークすることができる。
【００２５】
　警報カウンタの示度が比較的高い又は最も高いことが、故障した変流器に関する信頼性
のある尺度である。ちょうど１つの変流器７を有するゾーン１ｃにおいてこの変流器７が
故障している場合には、この変流器７の警報カウンタ２ｅは増分され、他のすべての警報
カウンタ２ｅはゼロのままである。故障した変流器７が隣り合う２つのゾーン１ａ，１ｂ
；１ａ，１ｃ（図１ａ）又は１ｂ，１ｃ（図１ｂ）のメンバーである場合は、この変流器
の警報カウンタ２ｅはこのゾーンの故障していない変流器７の２倍の値で増分される。故
障した変流器７が、他のゾーン１ｂ，１ｃ（図１ｂ）と重ならず、したがって共通の変流
器７を持たない分離したゾーン１ａのメンバーである場合は、このゾーン１ａのすべての
変流器７の警報カウンタ２ｅが増分される。故障した変流器７は、開閉設備に基づいて他
のトポロジー又はゾーン分けが生じてはじめて識別される。識別のために、必要とあれば
計画的に相応のスイッチ動作を実行してもよい。ただし、それは、この開閉設備が変電所
の稼働に関するその他の要求と両立する限りにおいてである。以下では、別の実施例を示
す。
【００２６】
　少なくとも１つのゾーン１ａ，１ｂに複数の変流器７が存在する場合、ゾーン１ａ，１
ｂにおいて合計電流がゼロであり、ゾーン１ａ，１ｂの少なくとも２つの変流器７によっ
てゼロでない測定信号が測定されると、このゾーン１ａ，１ｂの変流器７の警報カウンタ
２ｅはゼロにリセットされる。ちょうど１つの変流器７を有するゾーン１ａ，１ｂ，１ｃ
では、この変流器７の測定信号が繰り返しゼロでないとき、この変流器は故障と識別され
る。
【００２７】
　有利には、開閉設備１の各変流器７は少なくとも１つのゾーン１ａ，１ｂ，１ｃに分け
られ、開閉設備１全体では各ゾーン１ａ，１ｂ，１ｃにおいて、ゼロでない合計電流の存
在に関して正確に１回のテストが実行される。ゾーンを簡単に識別するために、開閉設備
１の母線６を始めとして、母線に導電的に接続されたすべての変流器７が探査される。
【００２８】
　開閉設備１の２つのゾーン１ａ，１ｂ；１ｂ，１ｃが互いに隣接し、それゆえ共通の変
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流器７を介して互いに境を接している場合、これら２つのゾーン１ａ，１ｂ；１ｂ，１ｃ
は、共通の変流器７が作動しなくなると又は共通の変流器７が故障と識別されると、自動
的に１つのゾーンに統合されることが可能である。
【００２９】
　ゾーン１ａ，１ｂ，１ｃのちょうど１つの変流器７が故障のときには、この変流器７に
より、合計電流がゼロであるという仮定の下、ゾーン１ａ，１ｂ，１ｃの残りの電流信号
から検出すべき電流信号を計算することができる。計算された電流値は、測定された電流
値と同様に、監視又は課金のために使用することができる。
【００３０】
　変流器７の妥当性検査は、各位相に対して個別に又は異なる位相に対して交互に、とり
わけ周期的に交互に、又は少なくとも２つの位相、とりわけすべての位相の平均値に対し
て実行してもよい。ゼロでない合計電流の存在に関するテストと特に開閉設備１の全体的
テストは、開閉設備１の作動中に、周期的に及び／又はスイッチ動作後に、すなわち瞬時
トポロジーのそのつどの変化の後に、繰り返してもよい。変流器７の妥当性検査は場合に
より行われるスイッチ動作とは無関係に実行することができ、スイッチ動作に起因する測
定信号の不整合の際には繰り返してもよい。択一的には、変流器７の妥当性検査は、その
時々のスイッチ動作に関する先行する検査が否定的な結果となったときにのみ実行又は評
価される。妥当性検査は、測定値パラメトライゼーションの不整合を早期に識別するため
に、すでに変流器７の作動開始時に実行してもよい。
【００３１】
　ゾーン１ａ，１ｂ，１ｃの測定信号の非同期性は測定又は推定することができ、許容変
流器精度は非同期性が大きければ大きいほど大きく選択される。
【００３２】
　妥当性検査の結果は、変流器とそのゾーン割当てとのリストの形で、各変流器７の問題
有りと識別された頻度の統計の形で、及び／又は開閉設備１の単極配線図における特にカ
ラーのグラフデータとして表示してもよい。有利には、変流器７は測定・変流器７であり
、測定信号は変流器７の有効電流値、とりわけＲＭＳ値であり、且つ／又は、電流の方向
に依存した符号は、１つの位相の電圧と電流との間の又は異なる位相の電流間の位相位置
から求められるものである。
【００３３】
　他の側面では、本発明は開閉設備１内の変圧器８の妥当性検査のためのコンピュータプ
ログラム製品に関する。このコンピュータプログラム製品は、コンピュータ可読記憶媒体
とコンピュータ可読プログラムコード手段とを含んでおり、これらは、開閉設備１の設備
管理システム２のデータ処理手段において実行されると、上記方法を実行するデータ処理
手段を提供する。さらに、開閉設備１内の変流器７の妥当性検査のためのコンピュータプ
ログラムも特許請求される。このコンピュータプログラムは、開閉設備１の設備管理シス
テム２のデータ処理ユニットにロードすることができ、このデータ処理ユニット上で実行
可能である。ただし、このコンピュータプログラムは実行されると上記方法のステップを
実行する。
【００３４】
　さらに別の側面では、本発明は、変流器７の妥当性検査のための方法を実行するための
装置２０に関する。この装置は、その時々の開閉設備トポロジーを把握するための手段２
ａ、少なくとも１つの変流器７と、場合によっては、開放されたスイッチ３～５とにより
区切られた導電性の領域１ａ，１ｂ，１ｃである少なくとも１つの開閉設備ゾーン１ａ，
１ｂ，１ｃを識別するための手段２ｂ、ゾーン１ａ，１ｂ，１ｃ内の変流器７の測定信号
を電流の方向に依存する符号を用いて検出し、測定信号をゾーン１ａ，１ｂ，１ｃの合計
電流に加算するための手段２ｃ、及び、許容される変流器測定精度内で合計電流がゼロで
あるか検査し、合計電流がゼロに等しくない場合には、ゾーン１ａ，１ｂ，１ｃのすべて
の変流器７を問題有りとしてマークするための手段２ｄを有している。有利には、装置２
０は、変流器７が問題有りと識別される頻度を監視するための警報カウンタ２ｅ及び／又
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【００３５】
　装置２０は、設備管理システム２に接続可能な変電所監視装置２０であってもよく、又
は、設備管理システム２の操作インタフェース内に組み込んでもよい。さらに。上記装置
手段２ａ～２ｆのすべてをハードウェア及び／又はソフトウェアで実施してもよい。
【００３６】
　本発明は、このような装置２０を有する開閉設備１をも対象としている。
【図面の簡単な説明】
【図１ａ】　スイッチ位置により決定される第１のトポロジー状態の単極配線図を示す。
【図１ｂ】　第２のトポロジー状態の単極配線図を示す。
【符号の説明】
　１　開閉設備
　１ａ，１ｂ，１ｃ　トポロジーの部分領域、ゾーン
　２　設備管理システム
　２０　妥当性検査のための装置
　２ａ　トポロジー把握のための手段
　２ｂ　ゾーンを識別するための手段
　２ｃ　測定信号検出のための手段
　２ｄ　合計電流検査のための手段
　２ｅ　警報カウンタ
　３　回路遮断器
　４　断路器
　５　アース断路器
　６　母線
　７　変流器
　７ａ　変流器の測定位置
　８　変圧器
　９　分電部
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